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第 1 章:緒言 

 

1.1 研究背景 

 厚生労働省 2025年に向けた介護人材にかかる需要推計では、2025年までには、新しく約 55

万人の人材確保が必要であると示されている。今後も引き続き高齢化が進展することから、

介護人材の不足はより一層深刻度を増すことは確実である。そのため厚生労働省を中心とす

る介護人材確保への取り組みの一つとして、外国人人材を受け入れて新たな担い手とする政

策が積極的に進められ、現在、外国人労働者を受け入れる 4 種類プログラムが創設されてい

る。その中でも介護福祉士の資格が得られ長期就労が可能な EPA（経済連携協定 Economic 

Partnership Agreement：EPA）への期待が高い。 

外国人労働者に関する先行研究では、介護労働者として就労することなく、帰国してしまう

外国人介護労働者も少なくないことが明らかにされている。そのため、外国人の介護人材を

有効に生かすには、日本で介護労働者として定着する要因を明らかにする必要があるが、こ

のような課題の研究はほとんど行われていない。本研究は、EPA によって来日し、介護福祉士

の資格取得後において介護労働者として就業継続している人を対象に、その継続プロセスを

解明することを目的としている。 

 

 

第 2 章 研究方法 

2.1 研究対象  

EPA プログラムによって来日し、介護福祉士の資格取得後 5 年以上介護施設で介護労働者 

として仕事に従事している人を対象とした。10名にインタビュー調査を行った。 

2.2 研究の方法  

 調査は半構造化面接法で行った。インタビュー時間は 1時間程度であり、いずれも調査対象

者の了解を得て、IC レコーダーに録音した。質問項目は、まず①対象者属性（性別、年齢、

国籍、所持資格、就労経験年数、家族の同居の有無）、②来日の動機・目的、③来日して以

降経験した困難（具体的に、言葉、業務、文化の違いなどによる困難）、④困難への対応

（個人的な努力、周囲からの支援）、⑤今後の日本における就労意向とその理由であった。

調査期間は 2020 年 7月から 11月であった。 

2.3 分析方法 

聞き取りから逐語録を作成し、修正版グラウンデット・セオリー・アプローチ(Modified 

Grounded Theory Approach：M－GTA）を用いて分析した。分析テーマは、「日本における外国

人介護労働者の就業継続のプロセス」である。分析焦点者は、EPA プログラムで来日し介護福

祉士の資格取得後 5 年以上介護施設で働く介護労働者とした。分析にあたっては、M－GTA の

分析の経験がある研究者にスーパーバイズしてもらった。 

2.4 倫理上の配慮  

2020 年 4 月に桜美林研究倫理委員会に研究倫理審査申請書を提出し、7月 6日に承認を受け

た。（承認番号 20001） 
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第 3 章 結果 

分析の結果、概念は 18、サブカテゴリーが 4、カテゴリーが 5 であった。以下、概念は

[  ]、サブカテゴリーは〈  〉、カテゴリーは【  】で示す。 

①出国の段階では、【母国を出ざるをえない厳しい事情と出国への抵抗の低さ】（〔働い

て家族を助けなければならない働き手としての自分〕〔母国での厳しい就職状況〕〔海外で

働くのが当たり前〕から生成）という出国へのプッシュ要因が作用していた。他方では、出

国先として【日本を有利な国としてみる意識】（[日本、日本人への肯定的な評価][給与が良

い][EPA プログラムへの肯定的評価]から生成）が日本の選択に働いていた。②入国直後にお

いては、【日本に就労するための厳しい条件】に直面する。その条件とは、国家試験の合格

と就職先が介護に限定されるという[EPA プログラムによる厳しい条件]と介護分野で[求めら

れている日本語の高いレベル]であった。③その後【日本での就労を決意させたもの】には、

([周囲の受容的な態度]と〈実践から得た肯定的な経験〉（[経験からのスキルの習得]と[利

用者からの肯定的な評価]から生成）が影響していた。④日本での生活を決意した後、【日本

で就労定着を可能にしたもの】には〈生活基盤の確立〉〈働きやすい職場環境がある〉〈心

の安定〉が作用していた。 

 

 

第 4 章 考察 

  出国のプッシュ要因であった〔働いて家族を助けなければならない働き手としての自分〕

〔母国での厳しい就職状況〕については、従来の研究の知見を支持するものであった。本研

究では新しく〔海外で働くのが当たり前〕も母国を離れる要因として存在することが示唆さ

れた。日本を選択する理由として、【日本を有利な国としてみる意識】のうち、[日本、日本

人への肯定的な評価]と〔給与が良い〕に関しては、既存研究で示された外国の労働者が持つ

とされる評価と共通していた。同時に、[EPA プログラムへの肯定的評価]についても、本研究

の対象者にとって独自に日本を選択する理由として大きいことが示唆された。 

来日後に直面する【日本で就労するための厳しい条件】のうち、 [求められている日本語

の高いレベル]については既存研究で指摘されているものの、国家試験の合格と就職先が介護

に限定されるという[EPA プログラムによる厳しい条件]については、本研究で新しく明らかに

された要因であった。その後の【日本での就労を決意させたもの】は、本研究で初めて明ら

かにされたプロセスである。本研究では、決意には[周囲の受容的な態度]という環境面と

〈実践から得た肯定的な経験〉という主体側の要因が影響することが示唆された。その後、

【日本で就労定着を可能にしたもの】は、〈生活基盤の確立〉〈働きやすい職場環境があ

る〉〈心の安定〉という 3サブカテゴリーで構成された。これらのサブカテゴリーは、これま

でも日本での就業定着に必要な要因であると指摘されており、本研究でもそのことが再確認

された。新たに分かった点として、〔職場以外の私的生活における心の支えの存在〕、[日本

で暮らす同居家族の同意]というような私的な領域の支えも<心の安定＞として重要であるこ

とが示唆された。 
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